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（別紙１０－２）
（労働安全衛生法と他の２法の比較）認定制度比較表

○ 可能性大 △ 可能性小 × 不可

ボイラー及び圧力容器安全規則 該当項目
高圧ガス保安法 調査項目 消防法に係る完成検査認定 該当項目

高圧 消防

２ 組織及び安全管理 二イ．保安に係る基本姿勢
(1)組織 一 事業所長によって、保安の確保に関する理 ア 事業所等の保安体制
イ 事業場の安全管理組織及び規程が定められ △ △ 念、基本方針等の諸施策が明確に定められ、 Ｂ 事業所における保安体制
ており、事業場の最高責任者が安全管理を総 かつ、文書化されていること。また、これら ａ 基本姿勢
括していること。 の諸施策が、就業者に理解され、実施され、 １ 基本姿勢安 全 管 安 全 管

かつ、維持されていること。 ・事業所の保安の確保に関する理念、基理 組 織 理 組 織
本方針等の諸施策が明確に定められ、及 び 規 及 び 規
かつ、文書化されていること。程 に つ 程 に つ
・これらの諸施策が従業員（協力会社もい て 安 い て 安
含む。）に理解され、実践されている衛 法 部 衛 法 部
こと。分 を 要 分 を 要

確 認 確 認

ロ 事業場全体の安全管理を担当する独立した ○ × 二ロ．組織 ア 事業所等の保安体制
専門の組織（安全課など）があり、その責任 一 事業所においては、保安管理部門、設備管 Ｂ 事業所における保安体制
者は安全に対する十分な知識及び経験を有す 理部門及び運転管理部門（以下これらを総称 ｂ 組織運 転 管
ること。 して「管理部門」という。）の三部門が独立 組織理 が 含
また、ボイラー等の運転管理のための組織 して設置されているとともに、管理部門間の ・保安管理、工事管理、自主検査管理、ま れ て
（動力課など）、保全のための組織（保全課 組織上及び職務の円滑な遂行上の緊密な連絡 事故対策管理、教育管理等の機能をもい な い
など）が確立されていること。 体制が、明確に定められ、かつ、文書化され った組織があり、それぞれの責任及び
ハ 安全管理、運転管理及び保全管理の各組織 ていること。 権限の所在が明確にされ、かつ、文書
間の相互の連絡調整がとれる体制となってい 化されていること。
ること。 ・それぞれの組織間の連絡調整等が図ら

れ、また、各組織が円滑に職務を遂行
していること。

ニ 事業場の安全委員会等においてボイラー等 × ×
の２年連続運転の開始等に関する調査審議が
行われたこと。

ホ 一社一工場でない場合は、本社等に事業場 ○ △ 一ロ．保安管理 ア 事業所等の保安体制
の安全管理を総括管理する専門の組織があ 二 保安管理を担当する役付役員が選任されて Ａ 本社における保安体制
り、事業場に対する監査等が行われているこ いるとともに、独立した保安管理部門が設置 ｂ 保安管理年 １ 回
と。 されており、生産計画、設備管理計画等に当 １ 保安管理体制の整備の 監 査

該部門の意見が十分に反映することが、明確 ・保安管理を担当する部署が組織されての 確 認
（高圧ガス保安法では、一社一事業所であって に定められ、かつ、文書化されていること。 おり、その責任の所在が明確になって
も本社に保安管理部門を設置しなければならな いること
い。）

(2)安全管理 二ハ．業務
イ ボイラー等設備の新設、改造及び使用条件 × × 四 設備管理部門において、製造施設の新設、
の変更に際して、事前にその安全性の評価を 増設、変更に当たっての材料の選択、腐食、
実施する体制、手順が整備され、実施されて 摩耗等の保安対策上、特に配慮すべき事項に認 定 対
いること。 関する規程・基準類が、明確に定められ、か象 の ボ

つ、整備されていること。イ ラ ー
等 に つ
い て 具
体 的 な
確 認 が
必 要

ロ ボイラー等の運転、設備に係わる社内外の ○ ○ 二ホ．事故防止対策 ア 事業所等の保安体制
事故情報等が運転管理、保全管理に活用され 一 事業所内外事故（潜在事故を含む。）の原 Ｂ 事業所における保安体制
ていること。 因を究明し、その結果を類似事故防止対策に ｄ 事故対策等

活用する体制が、明確になっていること。 ３ 事故等原因調査体制
・事故等が発生した場合、その原因を調
査分析する体制が明確に定められてい
ること。

４ 事故等危険要因への措置
・事故等についての情報を収集し、調査
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分析を行い、自社の事故等対策に活か
していること。
・事故等対策の調査検討会が開かれ、事
故等再発防止対策が講じられているこ
と。

ウ 事業所の保安実績
Ａ 事故の状況
ｂ 事故原因
事故原因調査
・事故原因調査が適切に行われているこ
と。

ｃ 事故後の改善状況
１ 事故の再発防止
・事故原因を究明し、再発防止のため、
類似の危険要因を排除するための措置
が講じられていること。

３ 運転管理 二ロ．組織
(1)運転基準等 四 保安管理部門及び運転管理部門に所属して
イ ボイラー技士等必要な有資格者が運転等の × × いる者の五十パーセント以上が製造保安責任
ために配置されていること。 者免状を有していること。

ロ 運転準備、運転開始、通常運転、運転停止 × × 二ハ．業務 ア 事業所等の保安体制
に関する適正な基準が定められ、その基準に 二 保安管理、設備管理及び運転管理に関する Ｂ 事業所における保安体制
基づいて実施されていること。 規程・基準類が、明確に定められ、かつ、整 ａ 基本姿勢

備されていること。 ２ 規程の整備
ハ ボイラーの水管理に関する適正な基準（項 × × ・保安に関する規程が整備されているこ
目、基準値、分析頻度等）が定められ、その と。

認 定 対 認 定 対基準に基づいて実施され、結果が記録、保存
象 の ボ 象 の ボされていること。
イ ラ ー イ ラ ー
等 に つ 等 に つ
い て 具 い て 具
体 的 な 体 的 な
確 認 が 確 認 が
必 要 必 要

(2)日常点検 二ハ．業務
ボイラー等の本体、燃焼装置、自動制御装 × × 七 設備管理部門及び運転管理部門において、
置、付属装置及び付属品等について、点検箇 日常検査、通常検査及び定期検査の種類に応
所、点検項目、点検方法、適否の基準等を定 じ検査方法を明確に定め、かつ、文書化し、認 定 対
めた適正な基準が定められ、その基準に基づ 適切な検査を実施していること。象 の ボ

イ ラ ーいて実施され、結果が記録、保存されている
等 に つこと。
い て 具
体 的 な
確 認 が
必 要

( 3 )緊急時の措置 二チ．防災体制 ア 事業所等の保安体制
イ ボイラー等の異常発生時の対処方法（緊急 ○ ○ 一 防災管理に関し、次に掲げる事項の規程・ Ｂ 事業所における保安体制
停止を含む）に関する基準が定められている 基準類が整備され、かつ、適切に実施される ｄ 事故対策等
こと。また、事業場内の連絡・指示体制が定 体制が、明確になっていること。 １ 事故等対策規程

事故等対策規程が整備され、その内容がめられていること。 イ 災害が発生した場合にあっては、災害対 ・
適正であること。ロ ボイラー等に関する緊急時の措置のうち重 策本部及び事業所内外に対応する防災組織

要事項については、操作室、ボイラー設置場 の設置に関する事項 ２ 事故時等の対応
所等に掲示することなどにより、周知徹底を ロ 防災体制が確立されるまでの応急措 ・事故時等の対処の方法が定められ、か
図っていること。 （夜間、休日等における対応を含む。） つ、適切に実行される体制が整備され
ハ ボイラー等の異常発生時の関係機関への連 に関する事項 ていること。
絡のルールが定められていること。 ハ 各種防災設備の整備、維持管理に関する

事項 ウ 事業所の保安実績
ニ 緊急停止に関する事項 Ａ 事故の状況
ホ 関係官庁及び関連事業所に対する緊急時 ａ 事故時の対応
即時通報連絡体制に関する事項 １ 事故発生時の初動体制
ヘ 夜間、休日等の非番者等（協力会社の従 ・事故発生時の初動体制は適切であるこ
業員を含む。）の緊急呼び出し体制に関 と。
する事項 ・関係機関に適切に通報がなされている
ト 関連事業所との相互応援協定の締結、そ こと。また、通報が適切でなかったと
れに伴う定期的な訓練及び情報交換に関 きには、原因究明が行われているこ
する事項 と。
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チ 導管に伴う災害防止に関する事項 ２ 事故対策本部及び事業所内対応組織の
運営

リ その他防災管理に関する事項 ・事故対策本部及び事業所内対応組織の
滑に行われていること。

(4)安全教育 二ニ．教育訓練 ア 事業所等の保安体制
ボイラー等の運転操作（実地訓練を含 × × 一 次に掲げる教育訓練を確実に実施するため Ｂ 事業所における保安体制
む）、事故防止、緊急時の措置等に関する教 の教育訓練計画が明確に定められ、かつ、文 ｃ 教育訓練
育訓練の実施について定めた基準があり、そ 書化されていること。 １ 教育訓練認 定 対 運 転 操
の基準に基づいて実施され、結果が保存され イ 保安関連情報に関する事項 ・工事管理、自主検査、事故時対応につ象 の ボ 作 が 入
ていること。 ロ 規程・基準類の履行の徹底に関する事項 いて、教育訓練に関する規程が策定さイ ラ ー っ て い

ハ 自主的保安活動に関する事項 れており、その内容が適正で、確実に等 に つ な い 。
ニ 提案制度に関する事項 実行されていること。い て 具
ホ 緊急時即応訓練等防災訓練に関する事項 ２ 教育訓練の記録体 的 な
ヘ その他教育訓練全般に関する事項 ・教育訓練の実施記録がとられているこ確 認 が

と。必 要
二 教育訓練の実施（効果を含む。）に関する
記録が作成され、保存されていること。 ウ 事業所の保安実績

Ａ 事故の状況
ｃ 事故後の改善状況
２ 教育訓練への反映
・事故対応の不備が抽出され、教育訓練
等の改善が行われていること。

(5)運転記録 三ヘ．データの活用状況
ボイラー等について、次の記録が整備さ × × 二 運転記録（保安に関するものを含む｡)に関
れ、所定の期間保存されていること。 する規程が定められ、それにより記録が作成
イ 運転の記録（例 運転データ、日誌等） され、かつ、活用されていること。認 定 対

象 の ボ３年
イ ラ ーロ 日常点検の記録 ３年
等 に つハ 異常発生及びその際に講じた措置の記録
い て 具設置期間中
体 的 な
確 認 が
必 要

４ 保全管理 二ハ．業務
(1)保全管理基準 × × 七 設備管理部門及び運転管理部門において、
ボイラー等の保全管理について次の基準が 日常検査、通常検査及び定期検査の種類に応
適正に定められており、その基準に基づいて じ検査方法を明確に定め、かつ、文書化し、「 次 の
実施されていること。 適切な検査を実施していること。基 準 」

が 定 めイ ボイラー等の本体の損耗、腐食、き裂の自
ら れ て主検査項目・方法、検査周期等を定めた基準
い る 担またそれらの経年変化のデータを定量的に
保 は な把握し、評価する基準
い 。ロ 安全弁、給水ポンプ等の付属装置、付属装

置の予備機の自動起動システム及び計装用予
備電源の自主検査項目、検査周期等を定めた
基準
ハ 安全確保に係る自動制御装置が正常に機能
することを確認する基準（少なくともボイラ
ー等の開放時には、擬似信号による作動試験
を行うものであること。運転時には、安全上
重要なシステムがフェールセーフ化、多重化
等の措置がとられていれば、擬似信号による
作動試験に替えて設定値を変化させて作動を
確認する試験でも可。）
ニ 自主検査結果及び損耗等の評価結果に基づ
く修理の基準
ホ 予備品の基準

(2)運転管理部門及び協力会社との関係 二ハ．業務
イ 運転管理部門の日常点検結果に基づく保全 × × 七 設備管理部門及び運転管理部門において、
が確実に実施できる体制となっていること。 日常検査、通常検査及び定期検査の種類に応

じ検査方法を明確に定め、かつ、文書化し、
適切な検査を実施していること。

ロ 協力会社に自主検査・保全作業の一部を委 ○ × 二ト．協力会社 ア 事業所等の保安体制
託する場合は、その範囲と責任の所在が明確 一 協力会社に関し、次に掲げる事項の規程・ Ｂ 事業所における保安体制
になっていること。また、その場合であって 基準類が整備され、かつ、適切に実施される ｅ 工事管理
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も、自主検査結果の評価及び判定は事業場に 体制が、明確になっていること。 ４ 協力会社との連携
おいて実施されていること。 イ 作業範囲及び責任の所在に関する事項 ・工事計画、施工方法の決定事項につい

ロ 協力会社の選定に関する事項 て協力会社への指導が適切に行われ、
ハ 協力会社作業員の教育訓練等に関する事 工事施工者まで適正に伝わっているこ
項 と。

ニ 複数の協力会社を使用する場合にあって
は、当該協力会社で構成する協力会社協
議会に関する事項

ホ その他協力会社の管理に関する事項

(3)経歴管理 三ヘ．データの活用状況
ボイラー等の本体、付属装置及び付属品、 × × 三 全ての機器について、設置以後の検査記録
自動制御装置（警報装置、インターロックシ 及び保全記録に関する規程が定められ、それ
ステムを含む。）について、自主検査結果の により記録が作成され、かつ、保存されてい認 定 対
記録、補修した場合の措置内容及び実施日が ること。象 の ボ

イ ラ ー記載された記録があり、所定の期間保存され
等 に つていること。
い て 具イ 自主検査結果の記録 ５年
体 的 なロ 本体の補修記録 設置期間中
確 認 が
必 要

( 4 )データの活用 二ハ．業務
各種検査結果、保全データ等を総合的に解 ○ × 八 保安管理部門は、検査結果（分析・評価を
析し、解析評価結果を運転管理、保全管理に 含む。）を総合的に把握し、設備管理、運転
有効に活用できる体制が整備されているこ 管理等に有効に活用していること。
と。
（三 認定保安検査の体制について へ デー 三ヘ．データの活用状況
タの活用状況 とあわせて確認） 一 認定保安検査（開放検査を含む。）、通常

検査等の検査データを総合的に解析し、当該
データの解析結果を施設の新設・変更、運転
管理、検査等において活用できる体制が、明
確になっていること。

５ 自動制御装置等
認定を受けようとするボイラー等の自動制 × ×
御装置等が、付表の「自動制御装置等基準」
を満たしていること。

４ 年 連 続 運 転 の 追 加 要 件

追 加 要 件 ２ 経 年 損 傷 の 防 止 対 策
× ×( 1 ) ボ イ ラ ー 等 の 材 質 に つ い て は 、 最 高 使 用

温 度 、 圧 力 及 び 内 容 物 の 性 状 並 び に 水 管 理 方
法 等 を 勘 案 し て 、 適 正 な 選 定 の 基 準 が 整 備 さ
れ 、 そ の 基 準 に 基 づ い て 腐 食 ・ 磨 食 及 び 割 れ
・ 劣 化 に 対 し て 適 切 で あ る こ と が 確 認 さ れ て
い る こ と 。

× ×( 2 ) 応 力 腐 食 割 れ （ Ｓ Ｃ Ｃ ） 、 ク リ ー プ に よ る
割 れ 、 水 素 割 れ 、 疲 労 割 れ 等 の 割 れ が 生 じ や
す い 環 境 下 に あ る ボ イ ラ ー 等 に つ い て は 、 割
れ が 生 じ や す い 個 所 を 特 定 し 適 切 な 検 査 が 実
施 さ れ 、 割 れ が 発 生 し て い な い こ と が 確 認 さ
れ て い る こ と 。

× ×( 3 ) 水 素 侵 食 、 高 温 脆 性 化 等 の 劣 化 が 生 じ や す
い 環 境 下 に あ る ボ イ ラ ー 等 に つ い て は 、 劣 化
が 生 じ や す い 個 所 を 特 定 し 適 切 な 検 査 が 実 施
さ れ 、 有 害 な 劣 化 が 発 生 し て い な い こ と が 確
認 さ れ て い る こ と 。

× ×( 4 ) 通 算 し て 4 0 年 以 上 使 用 し て い る ボ イ ラ ー 等
に つ い て は 、 主 要 な 耐 圧 部 の 応 力 集 中 部 分 及
び 溶 接 部 分 並 び に 疲 労 割 れ の 発 生 が 懸 念 さ れ
る 部 分 を 特 定 し 適 切 な 検 査 が 実 施 さ れ 、 割
れ 、 有 害 な 劣 化 が 発 生 し て い な い こ と が 確 認
さ れ て い る こ と 。

× ×( 5 ) 耐 圧 部 に 腐 食 ・ 磨 食 、 割 れ ・ 劣 化 （ 以 下
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「 損 傷 」 と い う 。 ） が 発 生 し 補 修 し た ボ イ ラ
ー 等 に つ い て は 、 当 該 部 を 定 期 的 に 検 査 し 損
傷 が 再 発 生 し て い な い こ と が 確 認 さ れ て い る
こ と 。 た だ し 、 損 傷 が 再 発 生 し た も の で あ っ
て も 、 そ の 原 因 を 調 査 し 、 有 効 な 再 発 防 止 措
置 が 講 じ ら れ た も の は こ の 。

追 加 要 件 ３ 余 寿 命 の 評 価
× ×( 1 ) ボ イ ラ ー 等 に つ い て は 、 腐 食 ・ 磨 食 に 対 す

る 余 寿 命 診 断 を 実 施 し 、 構 造 規 格 上 の 最 小 板
厚 に 対 し て 母 材 の 余 寿 命 が ８ 年 以 上 あ る こ
と 。 な お 、 耐 圧 面 で の 著 し い 腐 食 を 防 止 す る
た め の グ ラ ス ラ イ ニ ン グ 等 の 耐 食 性 被 覆 処 理
を し て い る も の に つ い て は 、 そ の 健 全 性 が 確
認 さ れ て い る こ と 。

× ×( 2 ) ク リ ー プ 診 断 等 の 必 要 な ボ イ ラ ー 等 に つ い
て は 、 ク リ ー プ 等 に 対 す る 余 寿 命 診 断 が 実 施
さ れ 、 ク リ ー プ 寿 命 等 に 対 し て 余 寿 命 が ８ 年
以 上 あ る こ と 。

追 加 要 件 ４ 自 動 制 御 装 置 の 維 持 管 理
× ×( 1 ) 自 動 制 御 装 置 が 正 常 に 機 能 す る こ と を 確 認

す る 適 正 な 基 準 が 整 備 さ れ て い る こ と 。
× ×( 2 ) 開 放 時 に は 、 自 動 制 御 装 置 が 擬 似 信 号 に よ

り 正 常 に 機 能 す る こ と が 確 認 さ れ 、 緊 急 時 に
必 要 な 遮 断 弁 等 は 分 解 整 備 さ れ て い る こ と 。

× ×( 3 ) 運 転 時 に は 、 自 動 制 御 装 置 が 正 常 に 機 能 す
る こ と が 適 切 な 方 法 に よ り 確 認 さ れ て い る こ
と 。

× ×( 4 ) 安 全 上 重 要 な シ ス テ ム は 、 フ ェ ー ル セ ー フ
の 機 能 を 有 し て い る こ と 。

× ×追 加 要 件 ５ 安 全 弁 の 維 持 管 理
安 全 弁 は 適 正 な 整 備 要 領 等 に 基 づ い て 定 期
的 に 整 備 さ れ 、 か つ 、 記 録 が 保 存 さ れ て い る
こ と 。
ま た 、 固 着 ・ 詰 ま り 等 が 生 じ や す い プ ロ セ
ス 流 体 が 特 定 さ れ 、 有 効 な 防 止 措 置 が 講 じ ら
れ て い る こ と 。

追 加 要 件 ６ 水 管 理
× ×( 1 ) ボ イ ラ ー 水 に つ い て 、 純 粋 （ 単 純 軟 化 水 は

使 用 で き な い 。 ） が 使 用 さ れ て い る こ と 。
× ×( 2 ) 水 質 に つ い て 問 題 を 生 じ た ボ イ ラ ー 等 に つ

い て は 、 水 質 分 析 項 目 の 見 直 し （ J I S 規 格 の
項 目 と の 比 較 評 価 ） 及 び 頻 度 の 見 直 し が 実 施
さ れ て い る こ と 。

× × 三ニ．認定保安検査管理追 加 要 件 ７ 自 主 検 査
四 検査管理に関する規程・基準類（チェック自 主 検 査 に つ い て 、 運 転 時 及 び 開 放 時 に お
リスト等）が明確に定められ、それに基づけ る 適 正 な 自 主 検 査 基 準 が 整 備 さ れ 、 そ の 基
き、検査管理が適切に実施されていること。準 に 基 づ い て 自 主 検 査 が 実 施 さ れ て い る こ

と 。
五 検査管理の記録に関する規程が定められ、付 表 に 示 す 自 主 検 査 の 方 法 の う ち 、 検 査 の
それにより記録が作成され、かつ、保存され目 的 、 対 象 部 位 、 対 象 と す る 欠 陥 の 種 類 に 対
ていること。また、保存された記録は、その応 し た １ 種 類 以 上 の 検 査 が 実 施 さ れ て る こ
後の認定保安検査等において活用できる体制と 。 な お 、 検 査 方 法 、 検 査 器 具 等 に つ い て
になっていること。は 、 同 等 以 上 の 信 頼 性 を 有 す る 他 の 方 法 等 を

用 い る こ と が で き る 。
三ホ．開放検査体制
一 開放検査体制に関して、次に掲げる事項の
規程・基準類が整備され、かつ、適切に実施
される体制が、明確になっていること。
イ 開放検査周期の設定方法に関する事項
ロ 開放検査方法に関する事項
ハ 各機器の取り替え時期の決定方針に関す
る事項

ニ その他開放検査に関する事項

追 加 要 件 ８ 管 理 シ ス テ ム
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○ × 三ヘ．データの活用状況( 1 ) 文 書 管 理
二 運転記録（保安に関するものを含む｡)に関運 転 、 保 全 関 係 等 の 文 書 に つ い て 、 作 成 、
する規程が定められ、それにより記録が作成審 査 、 承 認 、 配 布 、 保 管 等 の 管 理 の 基 準 が 定
され、かつ、活用されていること。め ら れ 、 そ の 基 準 に 基 づ い て 実 行 さ れ て い る

こ と 。

二ニ．教育訓練( 2 ) 教 育 ・ 訓 練
○ × 一 次に掲げる教育訓練を確実に実施するため① 運 転 、 検 査 及 び 保 全 要 員 等 に 対 す る 教 育 ・

の教育訓練計画が明確に定められ、かつ、文訓 練 の 必 要 性 及 び 基 準 が 明 確 に さ れ 、 そ の 基
書化されていること。準 に 基 づ い て 教 育 ・ 訓 練 計 画 が 立 案 、 実 行 さ
イ 保安関連情報に関する事項れ て い る こ と 。
ロ 規程・基準類の履行の徹底に関する事項
ハ 自主的保安活動に関する事項
ニ 提案制度に関する事項
ホ 緊急時即応訓練等防災訓練に関する事項
ヘ その他教育訓練全般に関する事項

△ × 三ロ．認定保安検査組織② 自 主 検 査 業 務 に 従 事 す る 者 に つ い て は 、 適
一 認定保安検査を実施する組織（以下「検査切 な 教 育 ・ 訓 練 歴 又 は 経 験 に 基 づ い て 資 格 認
組織」という。）が、明確に定められ、か定 す る 基 準 が 定 め ら れ 、 維 持 さ れ て い る こ
つ、文書化されていること。と 。

自 主 検 査 に 社 外 の 検 査 機 関 等 を 活 用 す る 場
二 検査組織の長は、経験十五年以上（管理部合 で あ っ て も 、 自 主 検 査 結 果 の 評 価 及 び 判 定
門の経験年数を通算する。）で、かつ、甲種は 自 社 の 保 全 組 織 に お い て 実 施 さ れ て い る こ
機械責任者免状を有していること。ただし、と 。
免状については、検査組織の長を直接補佐す
る者が当該免状を有している場合は、この限
りではない。

三 検査組織に所属している者（検査組織の長
を除く。）の五十パーセント以上が製造保安
責任者免状又は必要な非破壊検査技術に関す
る資格を有していること。

三ハ．認定保安検査業務( 3 ) 検 査 ・ 測 定 装 置 の 管 理
○ × 三 認定保安検査の適切な実施のために必要と自 主 検 査 等 に 使 用 す る 検 査 及 び 測 定 装 置 を

する適正な精度を有する検査設備等を保有又管 理 、 校 正 、 維 持 す る 基 準 が 定 め ら れ 、 そ の
は調達することが、明確に定められ、かつ、基 準 に 基 づ い て 実 行 さ れ て い る こ と 。
文書化されていること。

三ニ．認定保安検査の検査管理( 4 ) 是 正 処 置
△ × 四 前各号の検査記録等の分析・評価結果によ発 生 し た 不 適 合 に 対 す る 是 正 処 置 を 実 施 す

り、機器ごとの経年変化が確実に把握され、る た め の 手 順 が 定 め ら れ 、 実 行 さ れ て い る こ
また、修理の要否の判断、寿命の推定等に有と 。
効に活用されていること。特 に 、 ボ イ ラ ー 等 の 同 種 災 害 の 再 発 防 止 を

図 る た め 、 自 社 の ト ラ ブ ル 事 例 及 び 他 社 の 災
害 事 例 の 原 因 を 検 討 記 録 し 、 有 効 な 再 発 防 止
対 策 が 定 め ら れ 維 持 さ れ て い る こ と 。

△ × 三ヘ．データの活用状況( 5 ) 記 録 の 管 理
三 全ての機器について、設置以後の検査記録自 主 検 査 記 録 な ど の 作 成 、 取 扱 い 及 び 保 管
及び保全記録に関する規程が定められ、それに 関 す る 管 理 の 基 準 が 定 め ら れ 、 そ の 基 準 に ５ 年 間
により記録が作成され、かつ、保存されてい基 づ い て 実 行 さ れ て い る こ と 。 の 確 保
ること。な お 、 運 転 の 記 録 、 水 管 理 の 記 録 、 安 全 装 が 必 要

置 等 の 作 動 機 能 テ ス ト の 記 録 、 資 格 認 定 の リ
ス ト に つ い て は 少 な く と も ５ 年 間 保 管 す る こ
と 。


